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要 旨 これ までの医療費抑制 に関す る研究において,診 療報酬に よる価格統制の通時的な効

果は分析 されて いな いと思われ る。本稿では,診 療報酬の改定に よって医療の相対価格が上

昇 し,医 療 に対す る家計の選好が変化 した ことを表 した。医療支出 とその他の消費支出か ら

効用を得 る家計の効用最大化問題を解いて医療需要関数を導出 した。医療支出,そ の他の消

費支 出と医療 の相対価格 はすべ て1(1)変 数で あ り,3変 数 間に1組 の共和分 関係 が見 出 さ

れた。1992年1月 か ら2003年12月 の月次デー タを用 いた医療需要関数の推定結果 より,単 位

あた りで医療支 出(自 己負担分)か ら得 る家計の満足度が時間を通 じて低下 した ことを明 ら

か にした。医療の相対価格の上昇が続 けば,少 子高齢化が進む ことに よって,医 療支出か ら

得 る家計の満足度(単 位あた り)が 一段 と低下す る。
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Abstract The effects of sequential changes in medical fees over time were not ex-

amined in previous studies of health care cost containment. Changes in medical 

fees did boost the relative price of health care, and household preferences with re-

gard to health care have changed. We derived a health care demand function by re-

solving the utility maximization problem of a representative household that can 

gain welfare from their utilization of health care and other goods. Each variable 

of health care, the other goods and the relative price of health care has a unit root, 

and we found a cointegration relationship among the variables. The amount of 

health care used is an out-of-pocket payment for a household. We estimated the 

health care demand function using monthly data from January 1992 to December 

2003, and showed that the utility of the household derived from health care per unit 

had declined during the sample period. The data indicates that a rise in the relative 

price of health care leads to a lower utility of health care by the household per unit 

in an aging society.
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1.は じ め に

最 近10年 間,患 者 自 己負 担 率 の 引 き上 げ と病 床 数 の 削 減 に よ って,国 は医 療 費 の 増 大 を

抑 制 して き た。 患 者 自 己負 担 率 の 引 き上 げの 効 果 に着 目 した分 析 は多 い。 個 票 デ ー タを 用

い た 研 究(鴇 田 ほ か2000,吉 田 ・伊 藤2000,鴇 田 ほ か2002,増 原 ほ か2002,Yoshida

andTakagi2002,増 原2003,増 原 ・村 瀬2003,KanandSuzuki2004,泉 田2004a,泉

田2004b)で は,推 計 され た医 療 需 要 の価 格 弾 性 値 が小 さ く,患 者 自己 負 担 率 引 き上 げ に

よ る医 療 費 抑 制 の 効 果 が 小 さ い と結 論 付 け られ て い る。 個 人 に と って 医 療 保 険 料 や 税 の 負

担 は埋 没 費 用 の よ うな もの で あ る と考 え た遠 藤 ・篠 崎(2003)は,医 療 サ ー ビ スの ア クセ

ス に直 接 的 に影 響 を 与 え るの は 自 己負 担 額 の 大 き さで あ る と し,全 国 消 費 実 態 調 査 の デ ー

タ に よ る実 証 分 析 を 行 っ た。 彼 らは,医 療 費 自 己負 担 額 の 所 得 に対 す る比 率(支 出比 率)

を算 出 し,外 来 ・入 院 の 別 に支 出比 率 と ア クセ スの 公 平 性 を 分 析 した 結 果,1997年 の 改 正

は入 院 に お いて 低 所 得 者 の 医 療 費 を 相 対 的 に増 加 させ た と論 じて い る。 一 方,外 来 受 診 時

の 総 費 用 の 効 果 を 分 析 した研 究 で は,非 金 銭 的 な 費 用 の 増 加 が 健 康 や 医 療 サ ー ビ ス に対 す

る需 要 を減 少 させ た との 結 論 で 一 致 して い る(PhelpsandNewhouse1974,Acton1975,

Cauley1987,小 椋1990,山 田2002)。 これ らの 研 究 の 延 長 線 上 に位 置 し,受 診1件 あた り

の 患 者 自己 負 担 額 と時 間 費 用 の和 を 外 来 受 診1件 あ た りの総 費 用 と定 義 した熊 谷 ・泉 田

(2007)は,RecursiveVARの 推 定 を 通 して,実 効 自 己負 担 率 の 上 昇 は被 保 険 者 の 受 診 率

を統 計 的 に有 意 に引 き下 げ る こ とを 見 出 した。

平 均 在 院 日数 の 長 さ と正 の 相 関 が あ る点 で 問 題 視 され る病 床 数 につ いて の 研 究 も多 い。

これ まで の 研 究 に よ って 病 床 数 が 適 正 に配 置 され て いな い こ とが 明 らか にな って い る(高

木1996,福 田 ・長 谷 川1999,泉 田2003)。 しか しな が ら,こ れ らの 研 究 にお いて,政 府 の

手 に よ る病 床 削 減 の 通 時 的 な 効 果 は分 析 され て いな い。 厚 生 労 働 省 保 険 局 調 査 課 「医 療 機

関 メ デ ィ ア ス」(MedicalInformationAnalysisSystem)に よ る と病 院(医 科)の 病 床

数 は,2002年10月 か ら2005年10月 にか けて 総 数 で は1,648,908床 か ら1,640,391床 へ0.52%減

少 した。 病 床 規 模 別 で は,100～199床 の 医 療機 関 に お い て1.4%増 加,20～49床 の 医 療 機 関

で は7.59%減 少 した。Kumagai(2007)は,こ の 間 に,幾 つ か の 病 院 が 入 院 サ ー ビ スの 提

供 を や め,そ の 結 果 と して外 来 サ ー ビス の 診 療 密 度 が 高 くな った で あ ろ う と推 察 して い

る。 一 般 病 床 数 の 一 階 の 階 差 系 列 を 外 生 変 数 とす る医 療 部 門 の4変 数VARモ デ ル を 構築

したKumagai(2007)は1999年11月 か ら2004年3月 の デ ー タを 用 い,被 保 険者 の 患 者 自
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世代間における医療資源の配分(熊 谷)

己負担率の引き上げは外来医療費を抑制する効果を有するものの,労 働供給の変化は患者

の受診行動に永続的な効果を与えないとの結論を得た(1)。

これまでの医療費抑制に関する研究において,診 療報酬による価格統制の通時的な効果

は分析されていないと思われる。本稿では,医 療支出とその他の消費支出から効用を得る

家計の医療需要関数を推定 し,医 療サー ビスの相対価格の変化が家計の消費に与えた影響

を分析する。診療報酬の改定によって医療の相対価格が変化 し,医 療とその他の財の資源

配分が変化する背景には,家 計の選好の変化があると考え,代 表的家計の効用関数と関連

付けのある医療需要関数を推定する。この推計に用いられる総医療支出は家計の自己負担

総額(入 院を含む)で ある。2節 において,医 療支出とその他の消費支出から効用を得る

家計の効用最大化問題を解いて医療需要関数を導出する。3節 で診療報酬の改定率を考慮

した医療サービスの相対価格など実証分析に用いるデータの性質を説明 し,単 位根検定の

結果を提示する。医療需要関数の推定結果に基づいて,診 療報酬改定の通時的な影響を世

代間資源配分の観点か ら議論する。4節 では,本 稿の分析結果を要約 し,課 題を述べる。

2.代 表的家計の効用関数 と医療の価格弾力性

集 計 デ ー タ を用 いて 医 療 需 要 を 分 析 す る際,デ ー タ の生 成 過 程(DGP)を 考 慮 し,非 定

常 変 数 間 の 長 期 均 衡 関 係 を 念 頭 に置 いて 医 療 需 要 関 数 を 推 定 す るの が 一 般 的 で あ る(Han-

senandKing1996,BlomqvistandCarter1997,GerdthamandL6thgren1998,

McCoskeyandSelden1998)。HansenandKing(1996)はAugmentedDF検 定(Dic-

keyandFuller1979)の 結 果,1960年 か ら87年 の 日本 の 国 民 医 療 費 が 定 常 で あ る と分 析 し

たが,彼 らはDGPに お け る構 造 変 化 を考 慮 して い な い。 この 期 間 に 日本 の 国 民 医 療 費 は

右 肩 上 が りで 増 え 続 けて お り,DGPは 非 定 常 で あ る と思 わ れ る。 彼 らの推 定 結 果 に反 し,

日本 の 国 民 医 療 費 に単 位 根 が1つ 存 在 して 同系 列 が 階 差 定 常 で あれ ば,回 帰 分 析 にお け る

見 せ か け の 回 帰 や 共 通 の トレ ン ドの 問 題 を 回避 す るた あ に,1階 の 階 差 変 数 を 回帰 分 析 に

用 いな けれ ばな らな い。

(1)VARを 構成 する変数 は,受 診1件 あた り総費用(外 来),受 診率(同),診 療密度(同)と1

件あた り外来医療費であ る。彼 は,資 本生産性の変化を とらえ るため に一般病床数の一階の階差

系列をVARモ デルの外生変数 と して用いてお り,イ ンパル ス応答関数 と分散分解の結果,短 期

では診療密度の上昇が受診率を減少せ しめ るが,受 診1件 あた り総費用の上昇が患者 と医療機関

の双方の行動を長期間支配す ることを見 出した。

一方
,熊 谷 ・泉田 ・山 田(2005)は,実 効 自己負担率の上昇が受診率 に与え る効果 について,

被保険者 と被扶養者の間 に差異があ ることを見出 した。
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集計された経済変数間の ミクロ経済学的基礎を考慮 したモデルを用いた研究例は少な

い。集計データを用いて医療需要関数を推定することは,す べての消費者の効用関数が相

似拡大的で経済全体のエンゲル曲線が直線であるとの仮定を暗黙裡に置 くことを意味 して

おり,Parkin8'α1.(1987)が 指摘するように,推 定された弾性値の解釈 に対 して,所 得

の高低か ら生 じる医療の消費性向の差を分析できない。また,標 本期間内の所得再分配が

一定であるとの想定を課すため,推 定された弾性値を用いて所得再分配のメカニズムを検

討できない。このような点に留意する必要はあるが,本 稿では,医 療支出とその他の消費

支出か ら効用を得る家計の効用最大化行動か ら導出される医療需要関数を推定 し,長 期の

医療の価格弾力性を分析する。

Clemente6'磁(2004)に 従い,医 療支出(H)と その他の消費支出(C)か ら効用を得

る代表的家計の効用最大化問題を考える。簡単化のため,そ の他の消費支出を価値尺度財

とし,そ の他の消費支出の価格を1と する。効用関数はコブーダグラス型であり,可 処分

所得(y-T)は 医療とその他の財の支出に分配される。

Maxσ(C,・H)=Cα 丑1一 α,0〈 α<1

y-T=C十 私,

S.t.

私=Pん ・駕,

.H=ぬ,+伝,

T='(y-yo),

G=P、 ・乃。=σ 辺0《 σ 《1

医 療 支 出 の う ち患 者 自 己負 担 額(実 質)がH、 で あ り,公 的 負 担 額(同)がGで あ る。 医

療 の 相 対 価 格 がP、,患 者 自 己負 担 額(名 目)が 孤,公 的 負 担 額(同)が 毎 で あ り,乃.と

毎 の和 で あ るEが 医療 の総 支 出(名 目)で あ る。 医療 保 険料 収 入 と税 収 の合 計(7)の う

ち一 定 割 合(σ)が 医 療 の 公 的 負 担Gの 財 源 で あ る。Tは 総 所 得 か ら課 税 最 低 限 を 差 し引

い た課 税 対 象 所 得(yyo)に 料 率'を 乗 じて 算 出 され る と仮 定 す る。

λを未 定 乗 数 と して,ラ グ ラ ン ジ ュア ンL=CαH1一 α一λ(y-T-C-P、 ・鵡)を 乃、とCに つ

いて 解 くこ と に よ って,(1)式 を 得 る こ とが で き る。(1)式 を 導 出す る過 程 に係 る記 述 の 多 く

をClemente6'磁(2004)に 依 存 して い る。
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世代間 にお ける医療資源の配分(熊 谷)

名 一(1一αα)(号) (1)

こ こで,図1を 用 いて 日本 に お け る患 者 自 己負 担 額(名 目)と 医 療 の 総 支 出(同)の 関 係

を検 討 しよ う。 図1に お いて1+IIが 国 民 医 療 費 で あ る。 国 民 医 療 費 の う ち医 療 保 険 と税

で 賄 わ れ る範 囲,す な わ ち公 的 負 担額(名 目)毎 を1が,患 者 自己 負 担 額 をIIが 表 して い

る。 医 療 保 険 が 適 用 され な い医 療 支 出が 皿で あ り,h、 はIIと 皿の 和 で あ る。1が 総 医 療 支

出H(=1一 トII+III)の 指 数 関 数 で 表 され(毎=Eθ),か つ 患者 自己 負 担額(名 目)が 公 的

負 担 額(同)の 一 定 割 合 で あれ ば(孤=β ぬ,),(2)式 が成 立 す る。

孤=β 、θθ,0<β<1,0〈 θ<1 (2)

図1患 者自己負担額と医療の総支出

(2)式を書き換えて次式を得る。

llH
=(一 ・り θ

β

(2)ノ

(1)式 と(2)'式 よ り,

(111_α一 ・乃。)θ=(β
α)〔 号)

1-⊥1一α
と し,(3)式 の 両 辺 に(一)θ を か け て 両辺 の 自然 対 数 を取 る と,γ=

α β

111

万ln久=一 百ln(β)+lnγ+lnC-1鴫

(3)
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以 上 よ り,乃.は(4)式 の よ う に β,γ,(ろP、 の 関数 と して 表 す こ とが で き る。(4)式 を 推 定 す

る こ と に よ って,医 療 の 価 格 弾 力 性 一 θ(0<θ 〈1)を 求 め る こ とが で き る。

ll
n乃 κ=-ln(一)+θlnγ+θlnC一 θln1㍉

β

④

(4)式において,Cの 係数と医療の価格弾力性の大きさが絶対値で等 しいことが特筆され

る。代表的家計の選好が変化 してγが変動すれば,θ だけぬ、が非弾力的に変化するとい

1
う定式化である。(4)式の 一ln(一)+θlnγ は定数項 とトレンド項を含む。β

3.診 療報酬の改定と世代間の資源配分

1992年 度 以 降,わ が 国 の 経 済 成 長 率 は 低 水 準 で 推 移 した が,国 民 医 療 費 は増 加 基 調 に あ

る。 実 質GDP(1995年 基 準)と 国 民 医 療 費 の 対 前 年 度 変 化 率 が 図2に 表 され て い る。1987

年 度 か ら1990年 度 の 間,4～6%台 の 高 水 準 だ っ た 経 済 成 長 率(実 質)は1991年 度 に

2.16%,1992年 度 に1.08%へ 下 落 し,1993年 度 以 降 に マ イ ナ ス成 長 を3度 記 録 した(1993

年 度1%,1998年 度0.97%,2001年 度1.21%)。 他 方,国 民 医 療 費 の 対 前 年 度 変 化 率

は1992年 度(7.57%)に ピー ク に達 した。 国 民 医 療 費 が 大 幅 に上 昇 した1992年 の診 療 報 酬

改 定 に お い て,薬 価 は 引 き下 げ られ た が,診 療 報 酬 は実 質 で2.5%引 き 上 げ られ た。 こ こ

で,改 定 率 は医 療 分 野 全 体 に どれ だ けの 金 額 が 配 分 され るか を 論 議 す る もの で,政 府 予 算

案 と大 き く関 連 す る(結 城2006)。 また,「 実 質 」 と は診 療 報 酬(平 均)の 引 上 げ率 と薬 価

基 準(医 療 費)の 引 下 げ 率 の和 を意 味 して い る(表1を 参 照)。 保 険 局 が 診 療 報 酬 を 引 き

上 げ た理 由の 一 つ と して,池 上 ・キ ャ ンベ ル(1996)は,医 療 経 済 実 態 調 査 に よ る と病 院

の 多 くは赤 字 に陥 って お り,な か に は倒 産 の 危 機 に直 面 して い る と こ ろ も あ った と して い

る。 こ の年,診 療 報 酬 を 引 き上 げ る た め に 政 府 管 掌 健 康 保 険 の 保 険 料 率 が 引 き下 げ られ

た。 池 上 ・キ ャ ンベ ル(1996)は,好 景 気 を 受 けて 政 管 健 保 が 黒 字 で あ った た め,こ の よ

うな 調 整 が 可 能 で あ っ た と して い る(2)。

国 民 医療 費 の 変 化 率 は,1994年 度 と1996年 度 に5%台(順 に5.86%,5.55%)を 記 録 す

るな ど,介 護 保 険 制 度 が 導 入 され た2000年 度 を 除 き,経 済 成 長 率(実 質)を 上 回 って 推 移

(2)政 管健保の保険料率 と一般会計か らの助成率 との間 には一定の対応関係があ るので,保 険料率

が下がれば一般会計の助成率 も下が り,医 療費全体が増えて も,一 ・般会計か らの助成額その もの

は変わ らな いことにな る(池 上 ・キ ャンベル1996)。
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世代間 にお ける医療資源の配分(熊 谷)

表1診 療報酬 と薬価基準の改定

診療報酬 薬価基準

改定年月 引上 げ率(%) 改定年月
引下 げ率(%)

薬価ベー ス 医療費

56C81)6 医 科8.4,歯 科5.9,薬 局3.8,平 均8.1 56('81)6 18.6 6.1

58('83)2 老人点数表を設定,医 科0。3 58('83)1 4.9 1.5

59('84)3 医 科3,0,歯 科1.1,調 剤1.0,平 均2.8 59('84)3 16.6 5.1

60('85)3 医 科3。5,歯 科2.5,調 剤0.2,平 均3.3 60('85)3 6.0

1.9

治 療 材 料

0.2

61('86)4 医 科2。5,歯 科1.5,調 剤0.3,平 均2.3 61('86)4 5.1

1.5

歯 科 材 料

0.1

63C88)4 医 科3.8,調 剤1.7,平 均3.4 63('88)4 10.2 2.9

63('88)6 歯科LO

平成元年4月

(1989)
平 均0.11

平成元年4月

(1989)
2.4引 上 げ 0.65引 上 げ

2('90)4 医 科4.0,歯 科1.4,調 剤1.9,平 均3.7 2('90)4 9.2 2.7

4('92)4 医 科5。4,歯 科2.7,調 剤1.9,平 均5.0 4('92)4 8.1

2.4

治 療 材 料

0.1

5('93)4 医療法改正に伴う改定

6('94)4 医 科3.5,歯 科2.1,調 剤2.0,平 均3.3 6('94)4 6.6

2.0

治 療 材 料

0.1

6('94)10 医 科1。7,歯 科0.2,調 剤0.1,平 均1.5

8C96)4 医 科3.6,歯 科2.2,調 剤1.3,平 均3.4 8('96)4 6.8

2.5

治 療 材 料

0.1

9('97)4 医 科1.31,歯 科0.75,調 剤1.15,平 均1.25 9('97)4 4.4

1.27

治 療 材 料

0.05

消 費 税 率 改 定 に

伴 う引 上 げ分

0.45

10C98)4 医 科1.5,歯 科1.5,調 剤0.7,平 均1.5 10('98)4 9.7

2.7

治 療 材 料

0.1

12(2000)4 医 科2.0,歯 科2.0,調 剤0.8,平 均1.9
平 成12年4月

(2000)
7.0

1.6

治 療 材 料

0.1

14CO2)4
医 科 △1.3,歯 科 △1.3,調 剤△1.3,

平 均 △L3
14('02)4 6.3

1.3

治 療 材 料

0.1

資料出所:厚 生省大臣官房統計情報部 「国民医療費」
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%
r対前住 庭トh

年度

図2経 済成長率と国民医療費の変化率の推移

した こ と を図2か ら読 み 取 る こ とが で き る。 膨 張 す る医 療 費 を 抑 制 す るた め,2002年 の 診

療 報 酬 改 定 で,医 療 に配 分 さ れ る 総 額 が2.7%減 額 され た が,医 科 の 改 定 率 は1.3%で

あ っ た。

3-1.医 療の相対価格

少子高齢化が進み,医 療支出とその他の消費支出か ら効用を得る代表的家計の選好は通

時的に変化 したと考え られる。世代間における資源配分の観点から,医 療の価格と代表的

家計の選好を関連付けて分析するために,1992年1月 か ら2003年12月 の月次データを用い

て④式を推定する。

④式の推定に用いられたサンプル数は144で ある。医療支出(駕)は 総務省 『家計調査』

の 「保健医療」を,そ の他の消費支出(C)は 総務省 『家計調査』の 「消費支出計」から

「保健医療」を差 し引いた額である。診療報酬(医 科)の 改定率を用いて算出される連鎖

指数の系列を医療の価格とし,そ れを総務省 『消費者物価指数』の 「CPI総 合(2000年 平

均=100)」 で除 した系列を医療の相対価格(P、)と した(1989年4月=100)。 「保健医療」

の項目のうち医科診療代の構成比が最大だか らである。医科診療代,歯 科診療代と入院料

(出産,そ の他)の 合計額が 「保健医療」の5割 を占めている。医療支出,そ の他の消費

支出と医療の相対価格はすべて,セ ンサスX12法 によって季節調整済みである。
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世代間 にお ける医療資源の配分(熊 谷)

1989:04=100

年月

図3医 療の相対価格の変化

医療の相対価格 は右肩上が りの トレンドを有 していることが図3か ら読み取れる。サ

ンプル期間における対前月比変化分の最大値と最小値はそれぞれ,3.04(1992年4月),

-1 .94(2002年4月)で あった。 どちらも,診 療報酬(医 科)改 定の影響が変動の主因で

あると推察される。また,消 費税率を引き上げた1997年4月 の対前月比変化分は一1.83で

あった。診療報酬(医科)を 引き上げた分よりも消費税率を引き上げた効果の方が大きかっ

たため,対 前月比変化分が負値を記録 したと考え られる。被保険者の患者自己負担率が引

き上げられた月(1997年9月 と2003年4月)の 対前月比変化分は1を 下回っていた。

3-2.医 療 需 要 関 数 と家 計 の 選 好 の 変 化

(4)式を構 成 す る医 療 支 出,そ の 他 の 消 費 支 出 と医 療 の 相 対 価 格 は未 知 の トレン ドを 有 す

る と思 わ れ る。 そ れ ゆ え,デ ー タ 生 成 過 程 に未 知 の トレ ン ドが 存 在 す る場 合 の 検 定 力 を

ADF検 定 よ り も高 め たElliot,RothenbergandStock(1996)のGLS-detrendedDF

検 定 を3変 数 の レベ ル変 数 に対 して 行 った。 検 定 に用 い る 自 己 回 帰 モ デ ル の ラ グ の長 さ

は,NgandPerron(2001)が 推 奨 す るModifiedAICに よ っ て 決 定 し た。GLS-de-

trendedDF検 定 の帰 無 仮 説 は デ ー タ生 成 過 程(DGP)が 単 位 根 過 程 に あ る(単 位 根 が 存

在 す る),対 立 仮 説 はDGPが 定 常過 程 で あ る(単 位 根 が存 在 しな い)で あ る。 検 定 結 果 は

表2に 要 約 され て い る。 検 定 の 結 果,3変 数 の レベ ル 変 数 はす べ て 帰 無 仮 説 を5%有 意 水
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準 で 棄 却 で きな か っ た。 従 って,医 療 支 出,そ の 他 の 消 費 支 出 と医 療 の 相 対 価 格 はす べ て

単 位 根 を有 す る非 定 常 な変 数 で あ る。 これ らの1階 の階 差 変 数 はADF検 定 の 結 果,帰 無

仮 説 を1%有 意 水 準 で 棄 却 したの で 定 常 で あ る。 ま た,GLS-detrendedDF検 定 の 結 果 を

確 認 す る た め に,KPSS検 定(Kwiatkowski,Phillips,Schmidt,andShin1992)も 行 っ

た。 こ の検 定 で は,帰 無 仮 説 がDGPに 単 位 根 が 存 在 しな い,対 立 仮 説 がDGPに 単 位 根

が 存 在 す る で あ る。KPSS検 定 の結 果 はGLS-detrendedDF検 定 の結 果 と整 合 的 で あ っ

た。

表2単 位根検定の結果

階 差 被説明変数 t統 計量

DF.GLS

検定統計量

5%

ADF検 定

統計量

1%

ラグ数

医療支 出(自 己負担額) 一1
.95

一2
.99 12

レ ベ ル その他 の消費支 出

医療 の相対価格

一 〇
.71

-1
.86

一2
.99

-2
.99

7

Q
乙

1

医療 支 出(自 己 負 担額)-21.61

一 階 の 階差 そ の他 の消 費 支 出 一21 .28

医 療 の相 対 価 格 一5.01

一2 .58定 数項 な し

一2 .58定 数項 な し

一3 .48

O

nU

4

注)被 説 明 変 数 はす べ て 自然 対 数 値 で あ る。

ラ グ数 はModifiedAICに よ って決 定 さ れ た。

DF-GLS検 定 統 計 量 は,Elliott,RothenbergandStock(1996,Table1)に よ る。

共和分関係を求める手法 としてJohansen(1988,1992)の 共和分検定を用いた。その

特長 は,共 通因子の制約を課 さずに最尤法 によって共和分関係を検定することである

(Campos8'磁1996)。 この手法は誤差項 に系列相関がない正規分布を想定 している点に

制約があるが,多 変数間の共和分関係を同時に検定することによってその関係が何通 り存

在するかを求めることができる。また,誤 差修正項に定数項や トレン ドを考慮するべきか

どうかという問題を共和分関係の枠組みの中で判断できる利点がある。検定 したモデルの

共和分関係が採択されれば,変 数間の共和分ベク トルも同時に定まる。一般にp変 量のベ

ク トル値 自己回帰モデルを構成する変数が単位根過程にあり,か つ1(1)と いう仮定の下

では,Grangerの 表現定理(EngleandGranger1987)よ り,共 和分の個数が1個 以上

p-1個 まで存在し得 る。3変 数で構成 される回帰モデルの場合,3つ の1(1)変 数で構成さ

れる誤差修正項,自 己ラグ項 と残差がすべて1(0)で あるとき,モ デルのすべての変数が定

常である。このとき誤差修正項に長期の均衡関係という解釈が与えられる。ここでは共和

分の最大個数kを 決定するために トレース検定を行った。その帰無仮説はr≦k(k=0,1,

2),対 立仮説はr>kで ある。共和分検定の結果は表3に 要約されている。3変 数間に共
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和分関係が存在 しないという帰無仮説が有意水準5%で 棄却され,3変 数間に1組 の長期

均衡関係(定 数項と1次 の トレンド有 り)が 見出された。

表3共 和分検定の結果

1992:01-2003:12

帰無仮 説 トレース検定 最大 固有値検定

共和分の個数 固有値 統計量5%臨 界値 統計量5%臨 界値

な し0.190

高 々10.086

51.607

21.302

42.915

25.872

30.305

12.970

25.823

19.387

線形 の決定論 的 トレン ドあ り,ラ グ数=2

(5)式は共 和 分 検 定 に用 い られ たベ ク トル 値 誤 差 修 正 モデ ル(VECM)を 表 して お り,検

定 に用 い られ た モ デル の ラ グ数 は2と4で あ った 。(5)式 に お い て,z、 は η×1の 時 系 列 の

ベ ク トル で あ り,β'z、 はr個 の 定 常 な 線 形 結 合 で あ る。r、 は η×η の係 数 ベ ク トル,μ は

定 数 項 の ベ ク トル,α は η×rの 調 整 係 数 の行 列,β は η×rの 行 列 で あ る。 配、は誤 差 項 で

あ り,η ×1の ベ ク トル で あ る。

P-1

△z,ニ μ+Σrン ムzト ノ+α β晶+〃,(5)

1=1

共和分検定の結果に基づいて,消 費税率引き上げ直前の駆け込み需要(97年3月=1,

その他=0の 定数ダミー変数)を 考慮 したラグ数が2のVECMを 推定 した。推定の結果,

VECMの 残差 が多変量正規分布 に従 うとい う仮 説が採択 された。残差の検定 には

Urzua(1997)の 手法が用いられた。表4は,誤 差修正項を構成する共和分ベク トルと,誤

差修正項の調整係数の推定結果を表 している。誤差修正項は3変 数間の長期均衡関係を表

している。調整係数のt値 が統計的に有意であるベク トルの被説明変数は,そ のベク トル

の説明変数が長期的な均衡か ら乖離 した場合,変 数間の関係を長期均衡へ戻す役割を担っ

ている。表4か ら,医 療支出と医療の相対価格が長期均衡への調整の役割を担っているこ

とを読み取ることができる。定数ダミー変数が正値で統計的に有意であったことから,消

費税率を引き上げる前月に,医 療支出とその他の消費支出が増えたことが分かる。

(4)式の関係が誤差修正項に表されている。長期の医療の価格弾力性 θ(0<θ<1)が そ

の他の消費支出の係数値と等 しくなるという帰無仮説(共和分ベクトルに対する制約あり)

を尤度比検定で検定 した結果,有 意水準5%で 帰無仮説を棄却できなかった。従って,長

期の医療の価格弾力性は一〇.855である。
1

共和分ベク トルの定数項 と1次 のタイム トレンド項が,(4)式 の一ln(一)+θlnγ を表 しβ
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表4医 療需要関数の推定結果

係数値

調整係数 (t値)

被説明変数 医療支出(自 己負担額)
一 〇

.612

[-4,61]

その他 の消費支 出 0,049

[0.99]

医療の相対価格 一 〇,037

[-2。41]

共和分ベ ク トル

医療支出 (自己負担額) 1

その他の消費支出 一 〇
。855

[-3.02]

医療の相対価格 0,855

[3。02]

1次 の タイ ム トレ ン ド 一 〇
.004

[-6.46]

定数項 一2
。071

定数 ダ ミー変数(97年3月=1)

被説明変数 医療支出(自 己負担額)

その他 の消費支 出

医療の相対価格

0,093

[2。09]

0.046

[2,80]

-0
。001

[-0.12]

尤度比検定(階 数=1)

κ2乗(1)

確 率

0,042

0.837

残差の正規性の検定

Jarque-Bera 自由度 確率

結合分布 315.182 25 0.00

直交条件:残 差の共分散(Urzua1997)

帰無仮説:残 差が多変量正規分布に従 う

ていると考えることができる。代表的家計の選好の変化が θlnγに集約されていると仮定

すれば,家 計の選好の通時的な変化を分析することができる。このとき,患 者自己負担額

が 公 的 負 担 額 に 占 め る比 率 β は定 数 項 に表 さ れ て お り,そ の長 期 の比 率 は0.126で あ る(3)。

(3)国 民医療費全体 に占め る患者の 自己負担は1998-2002年 度 に13%台 で,2003-2005年 度は14%

台で あった。0.15を 上回 るであろ うβが過小 に推計 されて いるこ とか らθlnγは過大 である と考

え られ る。

患者の 自己負担割合が低い理 由として,池 上(2005)は2点 を指摘 してい る。第1は,高 齢者

の 自己負担が原則1割 に留ま ってい ることであ り,第2は,高 額療養費制度があ るために,自 己

負担が一定額(所 得 により異な る)を 超え ると,当 該額を超えた部分の 自己負担割合は1%に 留

まることで ある。
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齪 結 果 よ り,0.004× タイ ム トレ ン ドー θlnγ で あ る.ゆ え に,γ 一・xp端1器5× タ イ

1_α1 だ か ら
,家 計 の選 好 の変 化 を 図4のム トレ ン ド)で あ る。 ま た,γ= よ りα=

α γ+1

よ う に表 す こ とが で き る。

件

92939495969798990001020392939495969798990001

図4家 計 の 選 好 の 変 化

52十〒-
0203

αの上昇は,単 位あたりで比べて,そ の他の消費支出よりも医療支出(自 己負担分)か ら

得る家計の満足度が時間を通 じて低下 したことを意味 している。この結果から,医 療の相

対価格の上昇が続けば,少 子高齢化が進むことによって,医 療支出から得る家計の満足度

(単位あたり)が 一段と低下することが予想される。なぜならば,医 療の公的負担の規模が

拡大 し,退 職世代の医療費を賄う勤労世代の医療保険料と税の負担が増えれば,勤 労世代

の消費支出に占める基礎的支出の比率が高 くなるか らである(逆 に言えば,そ の他の消費

支出に含まれる,旅 行費用などの選択的支出の比率が低下する)。将来の社会保障制度を

設計するうえで,医 療の相対価格と家計の選好の関係に留意する必要があると思われる。

家計の選好の変化を念頭に置いた場合,医 療の価格を決定する診療報酬の改定を従来の

方式で続けるべきであろうか?松 井(2007)は 「医療も政府による価格統制から脱 し,

診療報酬に適度な柔軟性を持たせることを検討するべき時期に来ているのかもしれない」

としている。その理由として彼は 「現在,診 療報酬の見直 し作業が進んでいるが,そ れは

単に統制価格体系の変更に過ぎない。チューブの一カ所を握れば他の所が膨らむように,

一つの歪みの是正は新たな歪みをもたらす。社会主義国の崩壊を引き合いに出すまでもな

く,統 制価格のみでシステムが有効に機能することは到底ありえないことを私たちは肝に

銘 じるべきだろう」と論 じている④。
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4.お わ り に

本稿では,共 和分分析の枠組みにおいて,診 療報酬による価格統制の通時的な効果を分

析 した。診療報酬の改定によって医療の相対価格が上昇 し,医 療とその他の財の間におけ

る家計の選好が変化 したことを図示 した。代表的家計の効用関数と関連付けのある医療需

要関数の推計に用いた総医療支出は家計の自己負担総額である。

医療支出とその他の消費支出か ら効用を得る家計の効用最大化問題を解いて医療需要関

数を導出した。医療支出,そ の他の消費支出と医療の相対価格はすべて1(1)変 数であり,

3変 数間に1組 の共和分関係が見出された。長期均衡関係のある医療需要関数の推定結果

か ら,診 療報酬の改定率を考慮 した医療サービスの相対価格が変化 し,単 位あた りで比べ

て,そ の他の消費支出よりも医療支出(自 己負担分)か ら得る家計の満足度が時間を通 じ

て低下 したことを明 らかにした。この結果か ら,医 療の相対価格の上昇が続けば,少 子高

齢化が進むことによって,医 療支出か ら得る家計の満足度(単 位あた り)が 一段と低下す

ることを指摘 した。医療の公的負担の規模が拡大 し,退 職世代の医療費を賄う勤労世代の

医療保険料と税の負担が増えれば,勤 労世代の消費支出に占める基礎的支出の比率が高 く

なるか らである。

入院医療サービスに係る問題を十分に考察できなかった。別稿において,入 院医療費の

患者自己負担率が外来医療費よりも低いことや病床数が適正に配置されていないことなど

医療サービス需給両側の要因を考慮 した分析を行うこととする。第一に,大 学の派遣医師

引き揚げによって,近 年,病 院間の労働生産性の格差が大きくなったと考えられる。医師

の移動や医師の行動の変化に着 目した分析を行う必要があろう(5)。第二に,患 者の低い自

(4)松 井(2007)は 価格統制に関 して次の ように論 じてい る。 自由化の話をす ると,必 ず出て くる

のが金持 ちを優遇す るのか,と いった根強い批判であ る。低所得者層 に限定 した医療費控除やバ

ウチ ャー支給な どの方策で改善策を検討すべ き問題であ り,価 格統制を正当化す る理由にはな ら

ない。医療,教 育,福 祉の三分野はその重要性に もかかわ らず経済学の知見が ほとん ど生か され

て こなか った代表的分野 といえ る。統制経済の弊害 によって疲弊 した現場が崩壊す る前に,経 済

学がなすべ きことは数多 く残 されて いる。

(5)大 阪 ・泉州圏では,公 立忠岡病院 に次 いで阪南市立病院が廃院を検討 してい る。大学の派遣医

師引 き揚げの影響を受 けた公立忠岡病院では,2003年 度 に9人 在籍 して いた常勤医が2004年 度に

5人,2005年 度 に3人 とな り,患 者数が大幅 に減少 した。地方交付税の減額 により町の一・般会計

か らの繰入金が減 って病院経営が一段 と悪化 し,2007年3月 に廃院 した。阪南市立病院は内科入

院 ・外来診療を2007年7月 か ら休止 して いる。医療サー ビス需給両側の要因を考慮 した入院医療

サー ビスの分析 は熊谷(2008a)を,医 師の診療 内容の変化に着 目した分 析は熊谷(2008b)を 参

照 されたい。
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己負担率を可能にしている公的負担(税 の負担)の 貢献度が自治体間で大きく異なる。熊

谷(2007)は 脳血管疾患の入院患者に医療ニーズを代表させて,水 平的公平性の観点から

公立病院に対する負担金の繰入れを分析 した。分析の結果,彼 は負担金が高所得者に有利

な形で水平的不公平に配分されていたと論 じた。医療サービスに対する公的負担の規模拡

大を期待できない高齢社会において,世 代間における医療資源配分を考察する際,病 院の

労働生産性や医療ニーズの変化と関連づけて公的負担を検討する必要があると思われる。
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